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中川 Zl¥ 奥山 Z2)、天野23)らは、従来の都市間交通における所要時間の考え方は、定義そのもの
5 
が暖昧であるうえ、都市間交通の特性を反映する 表1.1 高知→宮崎間の先着便
ことができないことを指摘している。 高知発 | 経由地 !宮崎着|所要時間
7:501伊丹着 8:30 発 9:001 10:051 -2:15 
例えば、表1.1は高知を出発し、宮崎に向かう場 9:301羽田着 10:40 発 11:101 12:551 3:お
12:051伊丹着 12:45 発 14:30，115:351 3:30 
A の、すべての先着便(その便より遅く出発して、 15:001 → 直行 → I 15:451 0:45 
苧 16:101 伊丹着 16:50 17:30 I 18:351 







































































































視点 I 3章14章I5・章16章手順について述べ、次に、これら指標の特徴を l 分析地域 |都世府県 |・ |・ I I・
まとめるとともに、計算条件の変更が指標に与 !市町村




































































































































































lifrj$l.rli'im 11872 (明治5)年 |港湾連絡
t都市関連絡
た時期であるとの見方ができる。 官鉄 i神戸i大津[18則明治7)年¥1港湾連絡
印有明治則年の西南戦争では、当時鉄道が開業 I ! I 神戸・大阪町|都市問連絡
! 11877 (明治10) 年~I 都市関連絡
していた区間がごく一部であったにもかかわら I ! I 大阪・京都問J
1 i 11880 (明治13)年'¥1港湾連絡
ず、その輸送効率は大きなものであり、軍部に鉄 | I I 京都・大津問ノ|都市間連絡
~ IJ 幌内鉄道|手宮 l札幌 11880(明治13)年|北海道開拓道の有用性を認識させ、その後の鉄道網整備~:1> 'rJ1.1' ~~; • ~ I 1--'0/4 ....--" 1<石炭船









































































































日向・延岡地区 r NI 
















































































































































































































































0% 0% 100% 
2)東北・上位
整備新幹線 基礎施設 基礎施設
1)東北(盛岡~青森)¥ 40% 10% (JR) 
2)北陸(高崎~大阪) 駅等 駅等 50% 
州(福岡~鹿児島U25% 25% 
仏1GV (SNα) 
1)南東線 (げリ~リヨン) 0% 0% 100% 
2)アトランティック線
(斤リ-w?ン} 30% 0% 70% 
3)東方線 30% 18% 52% 
(1¥0リ~ストラスプー M (案) (案) (案)
西独ICE (DB) 
























































































一昭和初期 分散投資 沿岸航路の積極利用 地域開発，句、，


















































































































































































































































時期 目的 方法 法整備など 実施事項 実施による主な影響 時 可:構j分
問 能:造:布
性・
復 (国19土5総0)百開究出 !鉄貨物道へ輸送の重の点重視投)資(都響市間の旅客交通への影 .: ' 戦災復興:産業振興傾斜生産方式 . 
興 . 
高 . 太平洋ベルト地:所得倍増計画 太平洋ベルト地帯 太平洋ベルトでの人口変 . :・高度成長 :経済振興帯構想 : (1960) への重点投資 化 . . 



















の人口 :  車道建設法(1町 イヒ .
期 道路整備緊急措置名神・東名高速道  . 


















:国土利用: :新全国総合開発計 幹線交通網上への 産業配置による人口変化 :. 期 ~2?~~~_~___.__………:画(1969) 工業配置 I • ---.-・.・圃. 東京を頂点とする圏域構 :・E以 地方分散j広域生活圏構想 地方都市整備 造の変化. 地方都市を中心とする圏 :・M圏域内交通網整備降 . 域構造の形成
低 . 産業配置による人口変化. 
五重二
東京を頂点とする圏域構' 低成長へ・・定住圏構想 第三次全国総合開:成 格差是正






:第四次全国総合開 基幹交通網整備 .:: 平 格差是正 多極分散全国一日交通圏.・発計画(1987) 可能性の変化






















の所要時間の変化、 (2)地域間交流可能性の変化、 (2)圏域構造の形成、 (4)人口分布等の変化、等
の各視点から長期的な効果を考察することとした。
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(その 1) 1934年 12月現在
モード 1富山発 I (著) 経由 傍) I秋田着|所要時間
鉄道 I6:02 I → 直行 → I 18:55 I 12:53 
鉄道 ，1 7:48 1 14:28 新津 15:53 1 21:06 1 13:18 
鉄道 I17:25 1 → 直行 → 1 3:28 1 10:03 
(その 2) 1961年 10月現在
モード|富山発 I (着) 経由 傍) I秋田着|所要時間
鉄道 I2:28 I → 直行 → I 13:33 I 11:05 
鉄道 1 13:14 I → 直行 → 1 20:59 1 7:45 
鉄道 1 17:42 1 → 直行 → 1 7: 18 1 13:36 
鉄道 1 21:19 I 1:27 長岡 2:22 1 8:5] 1 11:32 
(その3) 1 975年10月現在
モード|富山発 I (著) 経由 (発) I秋田着|所要時間
鉄道 I0:59 I → 直行 → I 8:44 I 7:45 
鉄道 1 4:24 → 直行 → 1 13:46 1 9:22 
航空路 1 10:25 1 12:05 東京 14:00 1 15:35 I 5:10 
鉄道 1 10:44 1 → 直行 → 1 19:01 1 8: 17 
鉄道 1 11:37 1 14:39 新津 14:47 1 18:33 1 6:56 
鉄道 1 14:19 1 → 直行 → 1 21:17 1 6:58 
航空路
と鉄道I15:40 I 17:20 東京 19:27 I 5:56 I 14:16 
鉄道 I 16:38 1 22:01 大宮 22:50 1 7:001 1 14:22 
鉄道 1 18:38 I 21:41 新津 2:47 1 8:16 1 13:38 
(その4) 1990年 3月現在
モード|富山発 I (着) 経由 傍) I秋田着|所要時間
鉄道 I0:59 I → 直行 → I 8:40 I 7:41 
航空路 1 9:10 I 10:15 東京 11:25 I 12:25 I 3:15 
航空路 1 13:15 1 14:20 東京 16:20 I 17:20 1 4:05 
航空路 1 16:15 I 17:20 東京 18:00 I 19:00 1 2:45 

































































静岡から大阪へ 新幹線 静岡駅 ( 6: 00)一新大阪駅( 8: 2 S) 
(新幹線利用の場合) J R 新大阪駅( 8: 42)一大阪駅 ( 8: 46) 
所要時間 2時間46分
合松山から大阪へ パス 松山市駅( 8: 2 5)一松山空港( 8: 4 8 ) 
(航空機利用の場合) 航空路 松山空港( 9:25)一大阪空港 (10:15) 
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log主す=a+b . logt ij 
ト一一一ー ーー ーー 一ー ー計算結果:
積み上げ所要時間より算出した | 滞在可能時間より算出した平均 | 最短所要時間を用いた場合
平均所要時間を用いた場合 | 所要時聞を用いた場合
図3.7 宮崎→長崎閣の積み上げ所要時間
21 出発時刻持) a=-17.75 
b = -3.99 
R=・0.7951(1ミ2= 0.632) 
a = -18.31 
b=ー 3.65
























-30 -20 .，. -15 
log哉の計算値
図3.10 積み上げ所要時間に関する分析結果
-25 -30 -25 -20 ぃ・ ・15
bsftの計算値
図3.11 最短所要時間に関する分析結果



















































































































































































































F 、 -. ，. . 司-， ，... . 司固・-司、 -酔4・，.・ 1 ・-.
北海道・東北 関 東 北陸甲信越・東海 近 畿 中国・四国 ブL 州
函館線(札幌-岩見沢) 総武線(本所ー千葉) 北陸総 (米原・金沢) 南海線 (難症・尾崎) 予讃緩(高松，多度津) 鹿児島線伊~t司・八代j
室蘭線 (室蘭 岩ー見沢) 山手・赤羽線 関西線(名古屋・柘植) 関西線灰王寺・奈良) 土積銀(多度浄琴平) 長崎線
奥羽線(碇ヶ関-青森) (赤羽・新宿・品JI) 紀勢線 (亀山・津) 奈良餓 (七条-奈良) 字品線 。広島宇品) (鳥樋・肥lfr山口)
中央銀(飯田町・八王子)信越線(高時直江津) 草津緩 (草津-栢植) 佐世保線
常盤線t上野-水戸) (春日新田・北条) 現状銀 (備前山口・早般)
水戸銀(水戸・小山) (長岡・沼垂} (大医-京橋-天王寺) 大村線 (早舷・大村)
両毛線(高崎・小山)
|(高上崎野績ー青は森野)高崎)
東北線 東海道線(新橋 ・神戸) 山陽線〈神戸・三田尻)
青森ー 室蘭 伏木司直江津 大阪ー 和歌山 I八玉宇幡島多tl惨
浜ー 字和島






画館組 (函館ー 札幌) 山手続(池袋・田畑) 信感服(直江津-新漏) 関西服 (奈良-柘植) 予慣組(多度津ー観音寺) 鹿児島組
奥羽線 (福島-碇ヶ関) 東海道鍛 篠ノ井線 南海線(尾骨和歌山) 億島線(徳島・阿波池田) い、代・鹿児島)
常盤線 〈水戸・岩沼) (東京-新橋) (松本-篠ノ井) 福知山績 牟般綴(徳島・小松島) 大村線 〈大村・蹟早)
磐越線 (郡山・新揖) 横浜銀 北陸線b金沢・直江津) (大阪・福知山) 字野総 (岡山・字野) 長崎線 (諌早・長崎)









室蘭線 上越線(高崎ー 長岡) 高山続(岐阜ー富山) 阪和線 山陰線 ω、回・下関) 日豊線
(長万部・東室蘭) 八高線 太多銀 灰王寺・和歌山) 因美線 (鳥取・津山) (Jl、倉-西鹿児島)
千歳鰻(白石-苫小牧) (高峰 八王子) (多治見-美世太田)近鉄線 (鶴橋 奈ー良) 津山緩 (岡山・津山) 久大観(久留米・大分)
花輪線 (大館・好摩) 成回線 伊勢鉄道(阿原田・津) (京都-大和八木) 姫新銀 (津山・新見) 豊肥線 明E本・大分)
田沢湖餓(大曲・盛岡) (成田・我孫子) 近鉄緩(名古屋-鶴橋) 伯備鍛 (倉敷米子) J~薩餓 〈八代・隼人)
羽抵線 (新楊-秩回) 総武線(千葉-成田) 芸備縁 〈広島・三次〉 育都線 (都城・吉松)
陸羽績(余目・小牛田) 野回総船橋柏) 山口鯨 (山口・益田) 三角飯 (宇土・さ角)
磐魁線 (郡山ー 平) 東海道線 美祢飯(長門市・厚駒 筑豊線 (折尾・原田)
水郡飯 〈水戸ー 郡山) (国府津ー 沼津) 岩徳線 (岩国・徳山) 長崎線
















日(その1)明治31(1898)年 二(その2)大正4(1915)年 '0 {(その3)昭和 9(1934)年
図3.12 各年次における都市間交通網
表3.10 計算に使用したデータ
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ゎ j=l Pj 














|基本式 : Aij=α ・Pi . P j . Exp(s・tij) 





1 Pi， Pj :府県人口 単位:人




①1990年における αの値は表4.3に示す方法によトーと三三ぞぞ竺でさぞうZ七七ー ーー ーー ー
り、積み上げ所要時間と府県聞旅客流動量との|計算2えの両辺の対数をとった下式を用いて、
関係から求め、 α=0.01281とする 線形の回帰分析を行う。この際、 t ijは区間ijと区間ji の平均をとる。
②1990年以前の年次では、 α1990(1990年における l hg AH =a+b-t ij 
I P i . pj 
α)を基準に各年代ごとに式4.4から求めた αをトー ーー ーー ーー ーー ーー ーー ーー ーー ーー ーー ーー ーー
'計算結果 :
用いる a= -18.808 (α=6.789X10.
9
) b=β= -0.01281 
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以前に鉄道の開通している市町村を鉄道の ? ? ? ? ? ? ? ?。????????????????
?







????。??? 。 ? ? ? ?。
?
??

















北海道東東北西東北北関東南関東 北陸 東山 東海 尽阪神南東近 山陰 山陽 四国 九州北 九1州40F 全国
市町村数 212 290 113 207 251 223 284 232 138 188 98 221 216 381 3194 
未開通 17.0 30.3 29.2 36.2 28.3 25.1 42.6 26.3 19.6 38.8 34.7 49.8 51.3 44.4 42.1 35.2 
"，-，1909 26.9 29.7 32.7 31.9 38.2 25.6 18.3 31.5 58.0 28.7 21.4 ，121.7 8.0 24.9 5.0 26.5 
"，，1914 39.2 34.5 39.8 39.6 44.6 46.6 23.6 43.1 66.7 34.6 29.6 25.3 18.1 31.0 20.7 35.1 
開 "，-，1919 44.3 37.6 45.1 44.4 49.8 50.7 29.2 47.8 守 38.8 41.8 27.6 22.7 35.2 22.9 39.4 
"，-，1924 51.9 44.8 61.1 50.2 53.8 57.4 38.0 51.3 69.6 44.7 52.0 31.7 31.5 40.7 37‘1 46.3 
"，-，1929 64.2 52.8 65.5 58.0 63.3 66.8 45.8 56.5 76.8 49.5 53.1 37.6 37.5 46.2 42，9 53.3 
'" 1934 72.6 59.0 68.1 58.5 67.7 70.0 54.6 66.4 79.0 56.4 61.2 43.4 38.4 51.2 46.4 58.6 
通 "，-，1939 79.7 61.0 69.9 58.9 守 70.4 55.6 68.1 61.2 62.2 46.2 42.6 54.6 53.6 61.1 
"，-，1944 80.2 61.7 守 68.5 71.7 70.7 63.3 '144.0 54.3 61.7 
ト~ー 1ー9ー49ー日1.1rlf2:1 -担圃圃..・ トー 一 144:4 62.1 60.4 71.1 
"" 1954 守 62.8 72.6 56.0 46.6 44.9 55.6 62.3 
時 "，-，1959 82.1 164.1 73.1 57.0 48.0 守 62.7 
"，-，1964 82.5 65.5 74.4 72.4 64.3 49.3 45.4 56.4 63.3 
'" 1969 66.9 守 69.3 守 50.2 守 守 63.6 
"，-，1974 67.6 61.8 70.5 74.9 79.7 48.1 57.9 64.1 
期 '" 1979 69.0 70.9 73.3 65.3 64.4 
'" 1984 83.0 69.3 守 73.7 64.5 
'" 1989 69.7 70.8 71.7 57.4 48.6 64.8 























-平均 0.52575 1.055322 
分散 0.38607 2.295387 
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人 口 規 模
① ② ③ @ ⑤ 合計
I 52 68 205 225 334 884 
整 E 2 12 80 130 166 390 
備 田 2 89 178 358 627 
時 N 17 38 106 161 
期 V 32 219 877 1128 












.ててz・~・ーー' ・、『ー0.00 温子一一~Iii. ニヱ/.A._~_o--J---里
-0.10 ~ 
-0.20 L-ー一一









人口規模② 50，001人 - 100，000人
人口規模③ 20，001人 - 50，000人
人口規模④ 10.001人 - 20，000人
人口規模⑤ - 10，000人
(2)人口規模
01_j I I I I I I I I I 1___j__J 


















































































































































































1 (l 1.25 
1 (2 1.30 
1 -(3 1.31 
Iべ4 1.21 
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(4)， 1 1.22 
ls . n 0.74 
(4・町 0.66 
li lV 0.71 
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21 ( 6.7% ) 929 (29.1 % ) 
19 ( 6.1% ) :352 (11.0% ) 
34 (10.8% ) 630 (19.7% ) 
25 ( 8.0% ) 164 ( 5.2% ) 
214 (68.4% ) 1119 (35.0% ) 
アを計算し、 1920年のシュアを 1としたときの1985 (数値は、該当する市町村の個数)
年のシュアを求め、その値が下位のものを各都道府県の市町村表5.20 早期に鉄道開業したが人口






























市町村名 | 開設年 | 路線名 | 駅名
宮守村 | 大正3 f 釜石線 | 岩根橋
大正4 I " I 宮守
| 柏木平
地の農山村で、表5.21に記したように、鉄道の整備 I I 1" I 鱒沢
| | 大正13 I " I 荒谷前
は1914(大正3)年に釜石線の岩根橋駅が、翌年に宮| 東和町 | 大正21釜石線 i 上沢
l l 大正3 I " I R青山
守、柏木平、鱒沢駅が、 1926(大正13)年に荒屋前駅 i石鳥谷町 i明治2V6I東北本線| 石鳥谷
























1920 25 30 35 40 47 50 55 60 65 70 75 80 85 90 
図5.20 大迫町と隣接する東北本線沿線町の岩手
県における人口訂7変化(1 920年の~17を 1 とする)
と問機の減少傾向を示していた。しかし、紫波町は 表5.22 江刺市周辺の市の鉄道駅の開設状況















昭和 3 H 
明治23 東北本線
昭和25 : /1 
明治23 東北本線








































































































1934 1950 1980 1990 
9 9 13 13 33 
1 3(1) 17 16 4 
- - 1 9 2 
9 9 11 11 33 
- 3(1) 15 15 4 
- - 1 9 2 
19 24 58 73 78 
カッコ内は準急本数(内数)
1934 1950 1970 1980 1990 
5 5 7 7 9 
- "・ー 5 5 3 
6 5 8 7 9 
- - 4 5 3 














い場合が低くなっているのはもちろんであ 0.15人 A 
るが、高速道路のみが整備されている市町 0.05 ~ ---ひ--_ー~
村においてもかなり大きな伸びとなってい 0.00 ~ -一一回 目
る。 :;l
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の1 1 ! 1 1鳥取島根山口徳島
特: 1 l一一| |香川高知一五堂本
徴 l12 1遅い j早い 16 1秋田新潟愛媛長崎
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ょ!21 1早い j遅いい21岩手福島茨城栃木
る l 1 l 1 1群馬長野岐車静岡
カし…l一一一j…….1....1.交息一周山一広昆一段杢
テ!21早い i早い 112比海道青森埼玉千葉
ゴi I ! I I東京神奈川愛知滋賀


















































たものである。 1890 1900 1920 1940 1960 1980 1990 
図6.2 1890年の人口密度による都道府県群の
人口シェアの推移(1890年を1とする)
























































































これより、 E s = (1-α s) E ・・・・ (式，6.3)
したがって、 地域人口、基幹産業従業者数、サービス業従業者数の比は、
P:Es:ES=αE: (1一αs)E :αsE 

































地域人口 第:次産業 第三次産業 分類数 比率
記号 増加率(a) 従業者数 従業者数 (%) 特 徴
増加盟事(b) 増加率(c)
凶A 平均三五a 平均三b 平均三c 11 沼.9人口増で人口増以上に産業機能の増加傾向の強い地域
lAB 平均三玉a 平均三b ~cく平均 21 4.4 人口培で産業機能の増加が強〈比較的第二次産業機能の増加が大きい地域
lCB 平均孟a bくa ~Cく平均 11 22 人口増でやや第三次産業機能へ産業機能が移りつつある地域
2AB 。壬aく平均 平均三五b ~cく平均 71 15.2 人口微増で産業機能の増加が強〈、比較的第二次産業の増加が大きい地域
2BB 0孟a<平均 ~b<平均 ~c<平均 81 17.4 人口微増でやや産業機能が増加傾向にある地域
2CB 。孟aく平均 bくa ~Cく平均 91 19.6 人口微増で、比較的第三次産業の増加が大きい地域
3AB sく0 平均三五b ~Cく平均 21 4.4 人口減で相対的に第二次産業へ産業機能が移りつつある地域
3BB sく0 ~bく平均 ~Cく平均 41 8.7 人口減で相対的に産業機能の比重が増している地域
3CB &(0 bくa ~く平均 21 4.4 人口減で相対的にやや第=次産業の比重が増している地域
























































































































































































































































































? ? ? ? ?
?




? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
?
… ? ? ?




















? ? ? ??? …??
?????? ? ? …??
? ? ?







ぉ…? …? ? ?? ?
?????
? 、 』
? ? ? ? ? ?
?? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
?? ? ?
? ? ? ? ? ? ?
? ? ? ? ?
? ? ? ? ? ? ?































































































































































































































1-・-1910年まで-0ー 1920年まで _，-.ー 1935年まで
0.2トー← 1936年以降一←鉄道整備なし
0.0 I 
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表7.8 昭和 2.13の一部を再





















を与えたであろう高速道路や高速鉄道などの交通網整備 b も瓦コ; ~.f
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表7.10 表7.12 積
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。ι一一一一鳥取 l ! I 0 




























? ? ? ???
4 
1965・1970 1970-1975 1975・1980 1980・1985
0.6 L ー}ー 図7.16 高速道路の整備された市町村の
1950 1955 1960 1965 1970 1975 198 人口増加率の平均(図5.23を再掲)
図7.15 工業地域整備と都道府県人口シ17の推移
(1950年の111を1とする)(図6.3を再掲)
-・F司F ・v・F司， 可ー F 司.. ・r ~_~...-.唱' .，、...-.，-主E竺杢 -'圃.，ー司・圃 ・I!，_ 
考察の視点
要流口









平 格差是正 多極分散 I全国一日交通園 発計画(1987) 基幹交通網整備 可能性の変化
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表3.9の一部省i亘趨i
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第 8章結論
とれまでの我が国の国土と交通網の整備政策のプロセスにおいては、旧来の政策の効果を明ら
かにした上で、次なる新たな政策を立案する必要があったと考えられる。しかし、効果が地域の
変化として表れるまでには長期を要していたことや、効果を明らかにする手法上の問題などのた
め、これまで、政策の効果を定量的に明らかにすることが難しかったと考えられる。
本研究では、明治期以降の交通網整備や国土整備に関する政策の長期的な効果を明らかにする
ため、国土と変通網整備が地域に与える影響を長期的な視点から実証的に分析し、政策実施に
よって生じた影響について考察を行った。その結論として、まず各章の内容と成果をまとめる。
【第2章 交通整備政策の歴史的変遷とその特徴】
第2章では、我が国の交通と国土の整備に関する政策及び制度についてその歴史的な経緯と現
在の特徴と課題について整理を行った。
2.2では、江戸時代から現在までの国土と交通網の整備に関する政策の歴史的な変遷を整理し
た。我が国の交通や国土に関する政策の特徴としては、古くから集中投資による効率的な発展を
目指し、産業振興を重視した政策などが続けられてきていることを示した。また、大正期や第二
次世界大戦後では、地域間格差の是正のような視点が政策に取り入れられていることを示した。
23では、政策を実際に運用するための現行の交通網整備制度について整理を行った。我が国の
整備制度の特徴としては、個々の交通機関等の整備制度は存在しているが、総合的な交通政策を
目指した制度が存在していないこと、整備の効果を政策に反映させる制度が存在していないこ
と、政策及び制度の柔軟性に欠け、時代に即していないこと、狙立採算性が重視されているこ
と、古くから民間資金の導入が行われていること、などの特徴を明らかにした。
2.4では、このような特徴の相互関係を整理するなどし、地域分析上の課題を明確にし、本研究
における、これまでの政策の効果について考察する際の視点について述べた。分析視点として
は、地域間の所要時間の変化、地域間の交流可能性の変化、圏域構造の形成、人口分布の変化、
の4点とした。
【第3章都市間交通における所要時間の変選】
都市間交通網整備が国土構造に与えた影響を分析する際、都市間交通における所要時間指標と
して「滞在可能時間J r積み上げ所要時間Jを採用することとしたが、第3章ではこれらの定義
を示すとともに、その有効性について検証を行った。更に、これら指標を用いて明治期以降の我
が国の都市聞の所要時間の変遷を明らかにした。
130 第 8章結蛤
32では都市間交通における空間的抵抗としての所要時間の概念について説明し、指標の定義を
行った。
33では、まず、各指標の特徴として、 「滞在可能時間Jは朝夕の交通利便性を表す指標、 「積
み上げ所要時間Jは一日をとおしての利便性を表す指標、従来から用いられている「最短所要時
間Jは一日のうちで最も高速なー使についでのみの利便性をあらわした指標であることを述べ
た。また、 「滞在可能時間J r積み上げ所要時間Jの計測時間対等の設定にあたっては、都市間
交通におりる行動時間帯や都市間交通における交通便のダイヤ設定を参考に、算出条件を定める
v とが適当であることがわかった。さらに「滞在可能時間J r積み上げ所要時間」を都市聞の旅
客流動を去すモデルに適用した結果、従来より用いられている「最短所要時間」に比べてより高
い友現力があり、 「滞在可能時間Jと「積み上げ所要時間Jの表現力は同程度であることがわ
かった。更に、国際交通における空港選択モデルや海外出国者発生量モデルに適用した結果でも
「積み上げ所要時間Jの有効性が確認された。
3.4では本章で行う明治期以降の我が国の都市間交通の変遷の実証的分析の条件である分析対象
地域や分析対象年次(明治期以降の7年次)及び各年次における交通網の概要、各指標の算出時間帯
の条件、算出に用いたデー夕、算出に用いた公共交通網などについて述べた。
35では実際のデータに基づき「滞在可能時間J r積み上げ所要時間Jを用いて明治期以降の都
道府県庁所在都市聞の所要時間の変遷を定量的に明らかにするとともに、地理的・時期的な変化
の特徴について明らかにした。分析の結果、大都市圏等の圏域内相互で比較的早期に短時間で結
ばれるようになり、逆に東北地方や山陽・山陰・四国相互間や南九州などでは比較的遅いことなど
がわかった目
【第4章 都市間交通網整備が地域の相対的位置関係に与えた影響】
第4章では第 3章でその有効性を示した「積み上げ所要時間」を用いて明治期以降の我が国の
地域間交流可能性の変遷を明らかにするとともに、交流可能性から見た地域間の結びつきの圏域
構造の変遷を分析した。
42では、明治期以降の地域間交流可能性の変還の特徴を分析する方法について説明を行った。
地域間交流可能性指標としてはアクセシピリティを採用したが、採用の理由について説明を行う
とともに、具体的な算出方法について述べた。時間距離指標として「積み上げ所要時間Jを用
い、アクセシピリティ値算出の際のパラメータ設定は、時間距離と旅客流動量との関係を参考に
するとともに、過去の年次については東京-大阪聞の時間距離を基本尺度に採用することで異な
る年次聞の比較を可能とした。
43では、実際に明治期以降の我が国の都道府県聞の地域間交流可能性の変還を明らかにした。
この結果、明治期の鉄道網整備途上において地域間交流可能性の全国的な差が大きくなる時期が
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あること、その差は鉄道網の整備が全国的に行き渡ることにより、大正期頃までに縮小したこと
などが定量的に明らかとなった。地理的には本州の日本海側の地域や四国・九州などで都市間交
通網整備が比較的遅かったために、これらの地域では交流可能性値が一時的に他地域に比較して
小さくなっていたことが明らかとなった。また、高速交通網の整備途上期においても交流可能性
の全国的な差の拡大縮小過程が生じていることが明らかとなった。
4.4では、地域間交流可能性から見た地域聞の結びつきの構造の変遷を分析を'行った。この結
果、近代的交通網整備以前では近県聞の結びつきが強い構造であったものが、明治期以降の交通
網整備の進展により東京及び大阪を頂点とする構造に変化してきていることが明らかとなった。
また、鉄道網整備途上や高速交通網整備途上では、相対的に大都市圏との結びつきが強かった地
域が限られていたことが明らかとなった。
【第5章 交通施設整備が市町村人口の長期的動向に与えた影響)
第5章では交通が地域に及ぼす影響を把握するために、市町村人口の変遺と交通整備の関係を
長期的・全国的なデータを用いて分析した。
5.2では、分析方法や分析に用いたデータについて述べた。
53では、鉄道整備による市町村の人口推移について分析を行った。その結果、鉄道整備の有無
別に市町村を分類すると、鉄道が整備された市町村の人口増加率が明らかに高く、整備時期が早
いほど人口の増加傾向が強いことがわかった。また、人口規模が長期的な人口推移に与える影響
よりも整備時期が与える影響の方が大きいととも明らかとなった。
5.4では、具体的な事例について分析を行ったが、都道府県内において人口シュア減少の著しい
市町村は、鉄道整備が遅れた市町村が多く、例外はごく少数であり、しかもその中には明確な原
因があるものが多いことが確認された。また、岩手県宮守村周辺の事例では、地理的条件が不利
であることが地域人口の動向に大きな影響を及ぼすことや、江刺市の例では交通面で有利にある
地域が人口増加のポテンシャルが高くなる傾向にあり、単に交通網が整備されているか否かだけ
ではなく、交通利便性の差も人口増加のポテンシャルが高くなる一因となる可能性を示した。
55では、近年の高速道路整備の影響について分析を行ったが、 1960年以降では、高速道路の整
備によっても人口の増加傾向に差が生じており、鉄道だけでなく道路についても人口の推移に影
響があることがわかった。
[第6章都市間交通網整備が地域に与えた影響】
第6章では、第3章から第5章までの分析結果もとに交通網整備が地域の変化と発展において
果たしてきた役割を明らかにした。
6.2では、地域間交流可能性の変遷の特徴と都道府県人口を比較した結果、交通網整備が比較的
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早い地域の方が人口の増加傾向が大きかったことがわかった。また、 1960年以降の高速交通網整
備においては、複雑な機構を経た地域変化が生じている可能性のあることがわかった。
63では、まず、明治期の都道府県の人口密度がその後の人口推移に与えた影響について、明治
期から大正期にかけてはあまり大きな影響を及ぼしていないが、戦後は人口の集積がその後の人
口推移に影響を与えている可能性を示した。次に、戦後における工業の先行的配置による人口の
定着をねらった拠点開発については、必ずしも地域振興には結びついていないことを示した。
6.4での地域変化の分析の考え方としては、地域を表す指標のバランスの変化からとらえること
として地域の特徴を分析した。その結果、地理的には東京を中心とする大規模な地域変化の特徴
の環状構造が見られたほか、近畿地方・瀬戸内海・九州地方などでも同様の構造が見かれた。
65では、交流可能性と地域変化の特徴との関係を分析した。その結果、交通利便性の高い地域
では第三次産業が地域の特徴的な産業機能となっており、交通利便性の低い地域では第二次産業
の少ないことが特徴となっていることを示した。また、利便性の異なる地域間で地域変化の方向
性が異なっていることを示した。
6.6では、交通網整備が国土構造に与える影響について総合的に考察を行い、特に近年の都市間
交通網整備による地域発展とは、整備された個々の地域の発展を意味するものではなく、都市間
交通網で結ばれることにより形成された新たな圏域全体としての発展としてとらえる必要がある
ことを述べた。
【第7章 交通整備政策とその長期的効果についての考察】
第7章では、第3章から第6章までの分析結果もとに、国土整備や交通網整備に関する政策の
長期的な効果について考察をおこなった。
7.2では、第3章から第6章までの分析結果もとに、各時期の政策の長期的効果をまとめた。
明治期の政策に関しては、中央集権体制確立のための都市問鉄道網整備は政策開始後40--50年
を経た大正期頃までに実現しているが、比較的短時間で東京と結ぼれるようになったのは戦後の
高速交通網整備期であることなどを示した。
大正期の政策に関しては、支線網の拡大に伴い、沿線市町村で人口の増加傾向が見られること
を示した。また、幹線鉄道網はほとんど変化していないので全国的な都市間交通による交流可能
性の格差を生じなかったという副次的な効果の可能性があることについて述べた。
昭和期の戦前~戦時の政策に関しては、特に効果を検討すべき政策そのものが存在していな
かったことを述べた。
戦後復興期から高度成長期を経てオイルショックまでの政策に関しては、新産業都市建設など
は必ずしも地域人口の増加には結びついていないことを示した。高速交通網の建設については、
沿線市町村で人口の増加傾向があることを述べた。また、この期間中において、全国的な地域間
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での国土の機能の分担体制が形成された可能性があることを述べた。
オイルショック以後の政策に関しては、交通の利便性に関しては格差是正の成果が見られる。
全国一日交通圏構想、については、実質的な交通利便性を考慮して分析を行った場合、 1990年時点
においても未達成であることを述べた。更に、多極分散型国土の実現については、全国的に東京
を中心とする大規模な圏域構造が依然として存在していることを述べた。
7.3では、まず、 7.2の分析をもとに、政策の開始・目標の達成などについて時期的な観点から
整理した。その結果、政策にはその所期の目的を達成するまでに、かなり長期を要しているもの
があり、近年の政策については現在も目的を達するまでには至っていないことを示した。また、
政策のサイクルに注目し、戦前の政策のサイクルと戦後の政策のサイクルには類似の点が見られ
ることを示した。さらに、国土整備に関する政策は、その影響がきわめて長期にわたることなど
を考慮し、新たな政策を実施するにあたっては、 (1)社会基盤整備は影響が長期的であることの認
識、 (2)旧来の政策の影響が存在することの認識、 (3)政策の目標を明確に定めること、(4)政策の
影響を確認する方法を明らかにすること、などが重要であることを述べた。
以上のように、本研究では交通が地域に与えてきた影響を長期的・広域的な視点から実証的に
分析することにより、我が国の国土の発展過程における交通整備政策の長期的効果を把握・考察
を行ったが、これらは今後の政策を策定する際の新たな視点を提示すると同時に、政策プロセス
における事後評価の必要性を示していると考える。
本研究で特に注意した点は、交通網整備が地域に与える影響は長期的・広域的に表れる点であ
る。近年において、交通網を評価する場合には、期間が限定されているプロジェクトやイベント
と同様の手法や、交通事業を他の一般的な事業と同一に経済フローの分析による手法によって評
価することが多かった。しかしながら、交通網は公有・私有にかかわらず、 一種の社会基盤であ
り、しかも一度整備されてしまえば社会のストックとして極めて長期間にわたって機能し続ける
ものである。また交通機関は離れた地点聞を結ぶことがその基本的な機能であるため、交通が
ネットワークとして整備されていれば、影響がかなり遠方まで及ぶことはごく当然のことであ
る。即ち、これらの視点を無視して評価を行うことは、本来すべきではないはずである。
例えば、ヨーロッパ諸国や、我が国でも明治期における交通網整備は基本的に社会基盤の視点
から整備が行われてきている。しかしながら、現行の我が国の交通整備制度に関しては、交通事
業の狙立採算性や直接的な利益を受ける者を対象とした受益者負担などが議論される一方、 100
年前は意識されていたはずの地域に与える影響の視点については、かなり影が薄い。本研究で示
した鉄道や高速道路整備による人口の長期的推移や交通網整備による圏域の形成の可能性など、
現在の制度における採算性や負担論の枠組みでは処理できない課題が存在しており、今後の我が
国の交通整備政策としては地域に与える影響をト分に考慮する必要があると考える。
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しかし、具体的にこのような点を今後の政策に盛り込むためには、本研究の内容だけでは不十
分であることは明白である。現在の我が国の政策プロセスそのものが、旧来の政策結果を十分に
確認したtで新たな政策を決定するような構造になっていないため、政策プロセスそのものの議
論が必要であろう。また、政策の方針として新たな視点を取り入れ、新たな制度を発足・運用す
るにあたっては、その合理性の検討などが必要であるとともに、何よりも増して国民のコンセン
サスが得られなければならないが、本研究はこれらの段階まで言及したものではなく、今後の数
多くの議論が必要である。本研究で示し得たのは過去の政策の長期的な効果であるが、ここで明
らかとなった事実はより多面的に検討される必要があると同時に、本研究で明らかにすることが
できなかった影響の存在についても、更に探求を続けなければならないと考える。
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